
令和４年度第１回地域職業能力開発促進協議会【概要】

開催状況

【地域独自に招聘した参加者】
リカレント教育を実施する大学等の参画 計28地域
社会福祉協議会の参画 計11地域
その他

デジタル人材プラットフォーム関連（経産省）
（北海道）経済産業局から報告、（東京）経済産業省本省の担当者が出席し報告、
その他に計１２地域において関係資料配付による周知

コンソーシアム、ＤＸコミュニティ関連（経産省）
（大阪）経済産業局から蓄電池コンソーシアムを報告、（青森）経済産業局から
ＤＸコミュニティ事業を報告、（三重）ＤＸ専門家（ＤＸコミュニティ）が参画、

（熊本）熊本県から半導体コンソーシアムを報告

地域の将来の産業展開を含めた人材ニーズ等を踏まえた訓練設定の方針を協議したほか、リカレント
教育を実施中の大学等から取組を紹介するなど職業能力開発に関する取組を関係者間で共有した。

【主な協議内容】
①職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針
②地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定方針
③その他の職業能力開発及び向上の促進のための取組

令和４年11月10日
第１回千葉県地域職業能力開発促進協議会の風景

国と都道府県の共催により、令和４年10月から11月に
かけて全都道府県において開催。
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令和４年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①】

職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針

富山
①就職率が高く、応募倍率が低い分野

・・「製造分野」「建設関連分野」
②応募倍率が高く、就職率が低い分野

・・「デザイン分野」

①受講しやすい訓練内容の検討や、ハローワークの受講勧奨の
強化を図る。
②ハローワークにおける求人部門と紹介部門の連携を強化し就
職支援を進める。

【実施状況】

石川
①就職率が高く、応募倍率が低い分野

・・「介護・医療・福祉分野」
②応募倍率が高く、就職率が低い分野

・・「デジタル分野」
③実績が低調・・求職者支援訓練（基礎コース）

①人材ニーズが高いことから、引き続き同程度の規模で設定す
るとともに、訓練受講者を確保するための対策を講じる。
②訓練内容が企業の求める内容になっているのか検証するとと
もに訓練の出口である就職支援の強化が必要である。
③受講者確保の対策を講じる。

【方針・意見】

兵庫
求人ニーズもあり就職率も高いものの、定員充足に問
題がある分野・・製造分野に係る職業訓練

（特に機械加工技術や金属加工技術）

兵庫県の主要産業の振興を支える人材育成として、ものづく
り・製造分野の職業訓練を充実させていく。

熊本
①就職率が高く、応募倍率が低い分野

・・「介護・医療・福祉分野」
②応募倍率が高く、就職率が低い分野

・・「ＩＴ分野」「デザイン分野」

①福祉・介護職は異業種からの参入を促す上で、職種に対する
理解やイメージアップが必要であり、そのための説明会や面接
会の開催や、定着支援としてのキャリアカウンセリングを実施
していく。
②企業ニーズを調査確認する必要がある。また、新しいニーズ
の中で訓練実施機関の体制確立が伴うのか新技術に対応可能か
等、様々なデータを収集しての検討が必要である。

奈良
応募倍率が高く、就職率が低い分野

・・「ＩＴ分野」「デザイン分野」

県内の受入れ企業が少ないと考えられることから、事業主への
働きかけ、ＨＷでの取り組みを強化していく。
また、IT分野の就職率が低いのは、人材の活用への理解不足で
あるならば、企業研修等により改善を図る必要があるのではな
いかとの意見あり。
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令和４年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議②】

地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定方針

宮城
〇 首都圏ＩＴ系企業が積極的に進出し、デジタル人材のニーズが
高まっている。地元中小企業でも採用意欲が高く、人材確保に懸念。
〇 中小企業経営者の話では、デジタル化をどう進めていくかが分
からないとの声が多く聞かれる。ＩＴを使った業務のマネジメント
ができる人材が産業界のニーズになっている。

〇 県内企業のデジタル化に向け、離職者訓練、
在職者訓練でもデジタル分野の充実化を図って
いく。

静岡
〇 県内ではいずれの企業も人手不足で人材確保に苦慮しているが、
ＩＴ関連企業も同様。期間や時間に制約のある現在の職業訓練では
ＩＴ技術者としての就職は難しく、適性を見極めてコミュニケー
ションのとれる人材を採用し、社内で育成しているのが実態である。
○ プログラマーやＳＥを育成するのか、基本的なＩＴスキルのあ
る人材を育成して、一般企業のＩＴ化を進めるのか、目的を明確に
する必要がある。

〇 地域ニーズを踏まえ、どのようなデジタル
人材を育成するべきかを明確にし、コミュニ
ケーションスキル向上も含め職業訓練実施計画
を策定する必要がある。

大阪 〇 大阪万博もあり、建設・運輸などの人材不足がより言われるよ
うになっている。人材不足分野の業界ニーズも課題認識として盛り
込んでいただきたい。

〇 ものづくり分野の人材育成、デジタル人材
の育成を柱に置きつつ、地域の訓練ニーズが高
い介護分野等の充実を図る方針。
○ 人材不足業界の人材確保に資する訓練など
の設定を推進。

山口
〇 国においてデジタル人材の育成が急務とされる中、山口県の主
要産業である観光関連産業に必要とされる人材の育成・確保が必要。

〇 ＤＸ等成長分野を中心とした就職・転職支
援のためのリカレント教育推進事業に協力して
推進するとともに、「観光サービス分野」で活
用できるデジタル、ＩＴ分野人材を育成するた
めの職業訓練のコースの追加を検討する。

【地域のニーズ】

福岡
〇 介護・医療・福祉分野、製造分野、旅行・観光分野、建設関連
分野の人手不足感が大きい状況。
○ 企業のＤＸにはデジタル推進人材の開発、育成が必要との認識
で一致。

○ 人出不足感が大きい分野の訓練について、
労働市場のミスマッチの解消に向け、仕事の魅
力を伝えられるような働きかけを強化予定。
○ 「企業のデジタル化」に向け、デジタル分
野の充実を図りつつ、積極的な周知を図る方針。

【方針・意見】
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令和４年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③】

その他の職業能力開発及び向上の促進のための取組

福島 ○ 委託訓練（知識等習得コース、日本版デュアルシステムコース）、求職者
支援訓練について、「科」ごとに「応募倍率」と「就職率」の２軸マトリクス
に表示。（※「分野」ごとよりも詳細に実態把握が可能。）

○ 求人倍率も分析に加えてはどう
かとの意見があったことから、職種
別求人倍率の視点も加えて分析する
ことを検討することとなった。

【取組内容】

栃木
○ 栃木労働局から、県内企業を対象とした「ハロートレーニングに関するア
ンケート調査」の結果を説明。
【結果】
79.5％の企業がハロートレーニングを何らかの形で「知っている」と回答。
「従業員を採用する時のポイント」に対しては「コミュニケーション能力」

「協調性」「向上心」の順で多い（複数回答可）。
「従業員を採用するために必要と思う職業訓練科目」に対しては「パソコ

ン」が最多（複数回答）。

○ （他の意見等も踏まえ、）県内
企業が求める人材育成として、社会
人としての基本とパソコン操作がで
きる人材の育成を基本に、基幹産業
であるものづくり分野においてもデ
ジタル化への対応の必要性について
確認。

【意見、方針等】

愛知
○ 愛知労働局から、県内企業を対象とした「ＤＸ人材育成に関するヒアリング
分析結果」を説明。
【結果】
大企業ではＤＸ推進に取り組む企業が多いが、小規模企業では推進していない

企業割合が多い。
デジタル人材の育成が進んでいない理由は「指導者がいない」「育成方法がわ

からない」などが多い。
「今後新たにデジタル人材育成の訓練コースを設定する場合に期待する内容」

については「ＩＴリテラシーの基礎」が最多。

○ 現状の課題を共有するとともに、
デジタル人材育成等への支援の重要
性で認識が一致。

香川
○ 香川労働局から、ハローワーク窓口での求職者等へのアンケート結果を説
明。
【結果】
求職者の希望する訓練種類は、①パソコン初級、②パソコン中級、③医療事

務、④パソコン（ＷＥＢデザイン・ホームページ作成等）、⑤パソコン（デー
タベース・プログラミング等）の順で多い。

○ （他の意見等も踏まえ、）デジ
タル分野訓練の拡充が最重要と確認。
そのためには、実施機関の開拓が重
要と認識が一致。
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リカレント
教育を実施
する大学等

令和４年度第１回地域職業能力開発促進協議会【招聘事例・連携事例】 別添４

地域協議会独自の招聘事例・連携事例

福島
公立大学法人会津大学から、テレワークに必要なＩＴスキルに加え、ＷＥＢデザイン又はプログラム言語

を習得するコースを通して、県内就職・起業できる方の育成を目指す「女性のためのＩＴキャリアアップ
塾」の取組を説明し、情報共有。事業主団体から傘下企業に周知予定。

東京 経済産業省から、ユーザー企業のリスキルのため、令和４年３月に開設した「デジタル人材育成プラット
フォーム」の特徴、オンライン教育サイト「マナビＤＸ」に掲載されている講座等について説明、情報共有。

三重
実際に企業向けＤＸ支援を行う三重県産業支援センター（東海広域ＤＸコミュニティ）から、県と共同で

実施している「ＤＸ寺子屋」で開催中の「デジタルで物事を考えるセミナー」等の企業への支援内容につい
て説明し、情報共有。

大阪
蓄電池関連産業が集積する関西エリアに設立された「関西蓄電池人材育成等コンソーシアム」の事務局の

一つ近畿経済産業局から、蓄電池産業戦略を推進するため、2030年までに3万人の育成確保を目指し、本年8
月末にコンソーシアムを発足。コンソーシアムでは、産官学が一体となって育成確保する人材像の具現化を
図ることとし、高専等での蓄電池に係る教育カリキュラムの導入、研究開発拠点である産総研関西センター
の機能強化等を実施。2023年に準備、2024年本格開始予定等の説明があり、大阪府及び独立行政法人高齢・
障害・求職者雇用支援機構からも、当コンソーシアムへの参画について説明。

熊本 県内への半導体関連企業進出に伴い、今後、半導体産業及び関連産業の人材の質・量ともに不足が見込ま
れることが課題であり、企業の人材ニーズを踏まえた職業訓練の機動的な設定推進が必要との認識を共有。
また、県から半導体人材育成に向けた産官学一体の取組（半導体コンソーシアム）や、県立技術短期大学

における新学科設置、構造改革特区法の活用した４年制大学への編入学について説明。

山口
公立大学法人下関市立大学から、今年度からリカレント教育として「旅館マネジメント専門家養成コー

ス」（宿泊業に関する基礎だけでなく、これからの社会を見据えた組織マネジメント等に必要な知識や技能
を習得するコース）を新設したなどの説明があり、情報共有。
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